
鳥取市中山間地域等直接支払交付金交付要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、鳥取市中山間地域等直接支払交付金（以下「本交付金」という。）の

交付について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 
（交付目的） 
第２条 本交付金は、自然的・経済的・社会的条件が不利なため、耕作放棄地の増加等によ

り水源のかん養や土砂流出防止等の多面的機能の低下が懸念されている中山間地域等にお

いて、生産条件の不利性を補正し、農業生産の維持と多面的機能の確保を図ることを目的

として交付する。 
 
（交付対象事業） 
第３条 本交付金の交付の対象となる事業（以下「交付対象事業」という。）は、中山間地

域等直接支払交付金実施要領（平成１２年４月１日付け１２構改Ｂ第３８号農林水産事務

次官依命通知。以下「実施要領」という。）第６の２に掲げる集落協定又は個別協定に基

づき、５年間以上継続して行われる農業生産活動等とする。 

 

（交付対象者） 
第４条 本交付金の交付の対象となる者は、交付対象事業を行う農業者等（農業者、認定農

業者（農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「基盤強化法」とい

う。）第１２条第１項の認定を受けた者をいう。）、認定新規就農者（基盤強化法第１４

条の４第１項の認定を受けた者をいう。）、これに準ずる者として市長が認定した者、地

方公共団体が出資する法人、特定農業法人（基盤強化法第２３条第４項に定めるものをい

う。）、農業協同組合及び生産組織等をいう。）とする。 

 
（交付金の額の算定） 

第５条 本交付金は、別表の第３欄に定める交付単価（実施要領第６の３の(２)のイに規定

する加算措置に該当する場合は、同表の第４欄に定める交付単価を加算する。）に、同表

の第１欄及び第２欄の基準ごとの当該交付事業対象面積を乗じて得た額に１０分の１０を

乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）以下とし、予算の範

囲内で交付する。 

 
（交付申請） 
第６条 本交付金の交付申請は、市長が別に定める日までに行わなければならない。 

２ 規則第４条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に規定する書類は、中山間地域

等直接支払交付金事業計画書及び収支予算書（様式第１号）とする。 
 

（着手届の提出） 
第７条 本交付金の交付に係る事業は、規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合

とし、着手届の提出を要しないものとする。 

 

（実績報告書の提出） 
第８条 本交付金の実績報告は、本交付金の交付を受けた年度の翌年度の４月１０日までに

提出しなければならない。ただし、年度中途での交付対象事業の完了又は中止若しくは廃

止の場合は、その日から速やかに提出しなければならない。 

２ 規則第１２条に規定する実績報告書に添付すべき同条第１号及び第２号に規定する書類

は、それぞれ中山間地域等直接支払事業報告書（様式第２号）及び中山間地域等直接支払



交付金事業収支決算書（様式第３号）とする。 

 
（収支報告） 
第９条 本交付金の交付を受けた者は、毎年１２月３１日現在における当該年の交付金の収

支状況について、中山間地域等直接支払交付金収支報告書（様式第４号）により、当該年

の翌年の１月１５日までに提出するものとする。 

 
（早期交付の特例） 

第１０条 令和７年度に限り、実施要領第１５に定めるところにより、実施要領第３に定める

事業計画の認定前においても、本交付金を交付することができる。 
 
（雑則） 
第１１条 この要綱に定めるもののほか、本交付金の交付について必要な事項は、農林水産

部長が別に定める。 

 
 
   附 則 
 この要綱は、平成１３年１月２５日から施行し、平成１２年度から平成１６年度までの交

付事業について適用する。 

 

附 則 
 平成１３年１月２５日から施行した要綱は、一部改正のうえ、平成１４年１０月２１日か

ら施行し、平成１４年度の事業から適用する。 

 

附 則 
 平成１３年１月２５日から施行した要綱は、一部改正のうえ、平成１７年４月１日から施

行し、平成１７年度から平成２１年度までの交付事業について適用する。 

 

附 則 
 平成１３年１月２５日から施行した要綱は、一部改正のうえ、平成１９年１２月１日から

施行し、平成１９年度の交付事業から適用する。 

 

附 則 
 平成１３年１月２５日から施行した要綱は、一部改正のうえ、平成２１年１２月８日から

施行し、平成２１年度の交付事業から適用する。 

 

   附 則 

 平成１３年１月２５日から施行した要綱は、一部改正のうえ、平成２３年１月１日から施

行し、平成２２年度の交付事業から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２７年１２月１８日から施行し、平成２７年度の交付事業から適用す

る。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年７月２７日から施行し、平成２９年度の交付事業から適用する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和２年８月１１日から施行し、令和２年度の交付対象事業から適用する。 



 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度の交付対象事業から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年３月１５日から施行し、令和４年度の交付対象事業から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年６月２３日から施行し、令和７年度の交付対象事業から適用する。 



別表（第５条関係） 
【地目及び区分別交付単価（上限）】                 （単位：円／10アール）   

                                                                 
（注）１ 「自然条件により小区画・不整形」とは、中山間地域等直接支払交付金実施要領の運用（平成１２年４

月１日付け１２構改Ｂ第７４号農林水産省構造改善局長通知）第３の４に規定するものである。 
   ２ 「高齢化率・耕作放棄率ともに高」とは、実施要領第４の２の（４）のイに規定するものである。 
   ３ 「体制整備単価」とは、農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項を実施する集落協定及び農

用地の利用権の設定等として取り組むべき事項を実施する個別協定について用いる単価のことである。 
   ４ 「基礎単価」とは、体制整備単価の要件を満たさない集落協定及び個別協定について用いる単価で、体

制整備単価に０．８を乗じた額のことである。 
   ５ ４欄に掲げる加算に係る１協定当たりの加算額は、２００万円／年を上限とする。 
   ６ 超急傾斜農地保全管理による加算は、地目が田であれば傾斜度１／１０以上、地目が畑であれば２０度

以上である農地を対象とする。 
７ 交付単価に基礎単価を用いる協定については、超急傾斜農地保全管理による加算措置のみの加算を適用す

ることとする。 
８ 交付単価に体制整備単価を用いる協定については、第４欄に掲げる加算措置による加算を適用することと

する。 
    
  

１ ２ ３ 
４ 

地 目 区  分 

 

交付単価 

 

加算措置 

超急傾斜 

農地保全 

管理 

ネットワー

ク化 

集落機能強

化 
スマート農業 

田 

急傾斜 
傾斜度 

1/20以上 

体制整備単価 21,000 

6,000 

10,000

（～5ha部

分） 

4,000（5

～10ha部

分） 

1,000（10

～40ha部

分） 

※40haを

超える部

分は単価

適用なし 

3,000 5,000 

基礎単価 16,800 

緩傾斜 
傾斜度 

1/100以上1/20未満 

体制整備単価 8,000 

基礎単価 6,400 

自然条件により小区画・不整

形 

体制整備単価 8,000 

基礎単価 6,400 

高齢化率・耕作放棄率ともに

高 

体制整備単価 8,000 

基礎単価 6,400 

畑 

急傾斜 
傾斜度 

15度以上 

体制整備単価 11,500 

6,000 

基礎単価 9,200 

緩傾斜 
傾斜度       

8度以上15度未満 

体制整備単価 3,500 

基礎単価 2,800 

高齢化率・耕作放棄率ともに

高 

体制整備単価 3,500 

基礎単価 2,800 

草地 

 

急傾斜 

傾斜度      

15度以上 

体制整備単価 10,500 

 

基礎単価 8,400 

緩傾斜 
傾斜度 

8度以上15度未満 

体制整備単価 3,000 

基礎単価 2,400 

高齢化率・耕作放棄率ともに

高 

体制整備単価 3,000 

基礎単価 2,400 

採草 

放牧地 

急傾斜 
傾斜度 

15度以上 

体制整備単価 1,000 

 
基礎単価 800 

緩傾斜 
傾斜度 

8度以上15度未満 

体制整備単価 300 

基礎単価 240 



 

様式第１号（第６条関係） 
 

  中山間地域等直接支払交付金 事業計画書及び収支予算書 
 
１ 事業の目的 

 

 
 
２ 事業の内容 
 

区分 対象農用地（㎡） 交付額（円） 
田   
畑   
草地   

採草放牧地   
計   

 
 
３ 事業完了予定年月日 
 
 
 
４ 収支予算 
 
 (1)収入の部                          （単価：円） 

項目 本年度予算額 摘要 
 

市交付金 
 

  

計   
 
 
 
 

(2)支出の部                          （単価：円） 
項目 本年度予算額 摘要 

 
協定活動費 

 （共同取組活動費、個人配

分を含む） 
計   

 



様式第２号（第８条関係） 
 

中山間地域等直接支払交付金 事業報告書 

 
１ 事業の目的 

 

 
 
２ 事業の内容 
 

区分 対象農用地（㎡） 交付額（円） 
田   
畑   
草地   

採草放牧地   
計   

 
 
３ 事業完了年月日 
 
 
 
４ 集落マスタープランの取組状況 

 ５年間で目標達成を行う必要のある、集落マスタープランについて、今年度の取り

組み状況を記載してください。 
選択項目 実施内容 今年度の取組状況 資料番号 

    

    

 
 
５ 農業生産活動等として取り組むべき事項 

 ⅰ 農用地に関する事項 
選択項目 今年度の取組状況 資料番号 

   

   

 
ⅱ 水路・農道等の管理 

区分 選択項目 今年度の取組状況 資料番号 

    



    

 
ⅲ 多面的機能を増進する活動 

選択項目 今年度の取組状況 資料番号 

   

   

 
 
６ 農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項 

 ネットワーク化活動計画作成状況（集落協定の場合） 

ネットワーク化活動計画作成のための話し合いを行った日 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

     

 
 農用地の利用権設定等として取り組むべき事項（個別協定の場合） 

利用権の設定等又は交付金の対象となる作業受託の面積 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

     

 
 
７ 加算措置の取組状況 

選択項目 現状 達成目標 今年度の取組状況 資料番号 

     

 
 
  



 
様式第３号（第８条関係） 
 

年度 中山間地域等直接支払交付金事業収支決算書 
 
協定名           
 
収入の部      
 
   （第 期以前残分）        （第 期分） 

繰越  交付金  
雑入（利息

等） 
 前年繰越金  

雑入（利息等）  
合計  合計  

 
 
支出の部 

 
支出内訳 第 期以前残 第 期分 

共同取組活動にかかる経費   

積立て金（※積立て金の使途を記入）   

個人配分   

次年度への繰越額   

合計   

              ※積立金・繰越金は第６期中に精算を行うものとする。 
 
 
  

 

 



 
 

年度中山間地域等直接支払事業収支決算書（収支明細） 
 
 

第 期以前分 

収入の部（円） 支出の部（円） 

日付 項目 金額 日付 項目 金額 

      

収入合計  支出合計  

次年度繰越  

第 期分 

収入の部（円） 支出の部（円） 

日付 項目 金額 日付 項目 金額 

      

収入合計  支出合計  

次年度繰越  

 
※第５期事業以前の期分が残っている場合は、第６期と第５期以前の収支ごとに分け

て計上してください。 
 
 



 
 
         年度中山間地域等直接支払事業収支決算書（収支明細） 
 
＜積立等、本事業にて使用する通帳外にて管理を行う場合に記載＞ 
 
通帳外管理目的（積立・手持・他会計等） 

    年度収支 

収入の部（円） 支出の部（円） 

日付 項目 金額 日付 項目 金額 

      

収入合計  支出合計  

次年度繰越（補助金残額）  

※補助金に係る部分のみ抜粋して記載してください。 
※他の会計資金と混同しないよう注意してください。 
  



様式第４号（第９条関係） 
                               年  月  日 
 
 
 鳥 取 市 長  様 
 

 

協 定 名 

代表者氏名                 

 
 
 

   年中山間地域等直接支払交付金収支報告書 
 
 
１ 交付金に係る配分額及び共同取り組み活動の支出額 
 （１）配分総額 

 金額 配分等の基礎 

①個人配分   

②共同取組活動分   

 
（２）共同取組活動支出額 

支出項目 支出額（円） 備考 

   

   

   

   

   

   

   

総計  過年残（積立）額計 

残（積立）額  
積立額計 

                     (参考)     年利子     円 



２ 協定参加者別細目 

協定参加者名 
個人配分分 共同取組活動分 合計 

収入額① 収入額② 支出額③ 収入額①＋② 支出額③ 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

合 計      

 
 
３ その他（活動を証する書類、写真等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


